
憲法共同センター

全国
菅政権は、広告の規制、公務員・教育者に対する運動規制など問題が多い国民

投票法「改正」案を「議論は尽くされた」と通常国会での成立をねらい、自民党
４項目改憲への道を開こうとしています。集会では、国民投票法案の問題点を学
習し、改憲発議阻止の全国各地の取り組みを交流します。来たる総選挙で菅政権
を退陣に追い込み、野党連合政権をつくるためのたたかいの決起の場としましょ
う。多くのみなさんのオンラインでのご参加を呼びかけます。

●日時 ２月２３日(火・祝)１３時～１５時

●場所 全労連３階会議室

●形態 オンライン(zoomミーティング)

*傍聴を希望される方は、組織名、氏名、メールアドレスを

move@zenroren.gr.jpにお知らせください。
*参加申し込みは、２月18日までにお願いします。
*２月19日頃までに、ミーティングID、パスコード、資料を
送ります。

*当日は、開始30分前から接続を

可能とします。

●内容 講演・質疑、問題提起、活動交流

講 演 菅改憲と国民投票法案改悪(仮)
大江 京子 弁護士

改憲問題対策法律家６団体連絡会
事務局長

憲法共同センター 連絡先 文京区湯島2-4-4 全労連会館４階

℡03-5842-5611

mailto:move@zenroren.gr.jp

